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告   示 

◎新潟県告示第563号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり寄付金の収納の事務を委託

したので、同条第２項の規定により告示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 委託を受けた者 

 京都府京都市下京区四条烏丸西入函谷鉾町101番地アーバンネット四条烏丸ビル 

 株式会社エフレジ 

２ 委託に係る寄付金 

 ふるさと新潟応援寄付金 

３ 委託期間 

 平成27年４月１日から平成28年３月31日まで 

 

◎新潟県告示第564号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２第６項に規定する指定代理納付者を指定した。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 指定代理納付者の住所及び名称 

 東京都港区赤坂九丁目７番１号 

 ヤフー株式会社 

２ 指定代理納付者に納付させる歳入 
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 インターネットを利用して納付する「ふるさと新潟応援寄付金」にかかる寄付金歳入 

３ 指定期間 

 平成27年４月１日から平成28年３月31日まで 

 

◎新潟県告示第565号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ 

の例によるものとされた生活保護法第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業者の名称 主たる事務所 

の所在地 

事業所の名称 事業所の所在地 指定したサービス 

の種類 

指定 

年月日 

合同会社らいこう 上越市大字稲882

－１ 

デイホームおた

っしゃ館 

上越市大字稲882

－１ 

通所介護 H26.11.3 

社会福祉法人長岡

三古老人福祉会 

長岡市福住１丁目

７番21号 

デイサービスセ

ンター川崎東 

長岡市川崎町563

番地１ 

通所介護 H27.3.4 

社会福祉法人長岡

三古老人福祉会 

長岡市福住１丁目

７番21号 

デイサービスセ

ンター川崎東 

長岡市川崎町563

番地１ 

介護予防通所介

護 

H27.3.4 

 

◎新潟県告示第566号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに 

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に 

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり

変更した旨の届出があった。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業所の名称 事業所の所在地 変更事項 変更年月日 

旧 新 

ツクイ長岡三和 長岡市三和二丁目10

番17号 

総合福祉ツクイ長岡 ツクイ長岡三和 H21.4.1 

ツクイ長岡三和 長岡市三和二丁目10

番17号 

長岡市大島本町３丁目

１番40号 

長岡市三和二丁目10

番17号 

H21.4.1 

 

◎新潟県告示第567号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに 

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に 

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり

廃止した旨の届出があった。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業者の名称 主たる事務所の

所在地 

事業所の名称 事業所の所在地 廃止したサービ

スの種類 

廃止年月日 
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株式会社ツクイ 横浜市港南区

上大岡西一丁

目６番１号 

ツクイ上越つちはし 上越市土橋828－

２ 

訪問入浴介護 H27.3.31 

株式会社ツクイ 横浜市港南区

上大岡西一丁

目６番１号 

ツクイ上越つちはし 上越市土橋828－

２ 

介護予防訪問入

浴介護 

H27.3.31 

株式会社ツクイ 横浜市港南区

上大岡西一丁

目６番１号 

ツクイ上越栄町 上越市栄町１丁

目７番26号 

訪問介護 H27.3.31 

株式会社ツクイ 横浜市港南区

上大岡西一丁

目６番１号 

ツクイ上越栄町 上越市栄町１丁

目７番26号 

介護予防訪問介

護 

H27.3.31 

株式会社ツクイ 横浜市港南区

上大岡西一丁

目６番１号 

ツクイ長岡三和 長岡市三和二丁

目10番17号 

訪問入浴介護 H22.6.30 

株式会社ツクイ 横浜市港南区

上大岡西一丁

目６番１号 

ツクイ長岡三和 長岡市三和二丁

目10番17号 

介護予防訪問入

浴介護 

H22.6.30 

 

◎新潟県告示第568号 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第27条第３項の規定により、障害者就業・生活支

援センターの事務所の所在地を次のとおり変更する旨の届出があった。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

名称 
社会福祉法人のぞみの家福祉会 

障害者就業・生活支援センターアシスト 

住所 
変更前 新潟県新発田市中央町３丁目１番１号 

変更後 新潟県新発田市島潟 1454 番地 

変更年月日 平成 27年４月１日 

 

◎新潟県告示第569号 

卸売市場法（昭和46年法律第35号）第60条の規定により、地方卸売市場の廃止を次のとおり許可した。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 開設者の氏名又は名称 

 地方卸売市場株式会社マルタニ小出市場 

２ 廃止予定年月日 

 平成27年３月31日   

３ 許可年月日 

平成27年３月19日 

４ 廃止する地方卸売市場の名称及び所在地 

地方卸売市場株式会社マルタニ小出市場 

 魚沼市四日町1008番地１ 

 

◎新潟県告示第570号 

新潟県卸売市場条例（昭和46年新潟県条例第54号）第７条の規定により、次のとおり地方卸売市場における卸

売業務を廃止する旨の届出があった。 
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平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 届出をした者の氏名又は名称 

 株式会社マルタニ魚沼 

２ 届出をした者の住所又は所在地 

 魚沼市四日町1008番地     

３ 廃止年月日 

 平成27年３月31日   

４ 所属していた卸売市場の名称及び所在地 

地方卸売市場株式会社マルタニ小出市場 

魚沼市四日町1008番地１ 

５ 取扱品目の部類 

 青果部 

   

◎新潟県告示第571号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする。 

平成27年４月３日 

新潟県知事    泉 田  裕 彦 

１ 保安林の所在場所 

新潟県佐渡市羽二生字くぬ木平 399 の４、400、字くぬき平 401、字長坂 402、字釜ノ川内 570 の２、571 か

ら 575まで、590から 592まで、594、595 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び佐渡市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 

 

◎新潟県告示第572号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、佐渡市の金井土地改良区から次のとおり役員

が就任及び退任した旨の届出があった。 

平成27年４月３日 

新潟県佐渡地域振興局長 

１  就任 

    理事  佐渡市千種乙 446 番地１             本間 清一 

（理事長） 

     〃     〃  金井新保乙 132番地           仲川 芳信 

     〃     〃  千種甲 524 番地        清水 明 

     〃     〃  金井新保乙 996番地      渡邉 義浩 

     〃     〃  平清水 520 番地１       金田 英次 

     〃     〃  中興乙 1334 番地２      渡辺 直行 

     〃     〃  中興乙 639 番地１       梶原 勝 

   〃     〃  中興乙 1464 番地        植田 日出夫 

   〃     〃  金丸 175番地                舟﨑 康晴 

   〃     〃  貝塚 845番地              石井 美明 

    監事    〃  金井新保乙 149番地           本間 和明 
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     〃     〃  泉乙 5番地                  北見 公次 

   〃     〃  中興乙 104 番地        金原 進 

    就任年月日  平成 27 年３月 13日 

２  退任 

    理事  佐渡市千種丙３ 番地２              畠山 一彦 

（理事長） 

     〃     〃  中興乙 1649 番地              小松 陽一 

     〃     〃  金井新保乙 549番地           仲川 正昭 

     〃     〃  金井新保乙 132番地           仲川 芳信 

     〃     〃  平清水 569 番地               本間 政則 

     〃     〃  泉甲 240番地２               斉藤 次夫 

     〃     〃  中興乙 900 番地               江口 謙二郎 

〃     〃  金丸 23番地                 後藤 徹 

   〃     〃  千種甲 805 番地               山城 利顯 

   〃     〃  貝塚 516番地                川上 敏春 

    監事    〃  千種乙 197 番地               吉田 正與 

     〃     〃  中興乙 1205 番地              赤塚 清五 

   〃     〃  金井新保乙 149番地           本間 和明 

    退任年月日  平成 27 年３月 12日  

 

◎新潟県告示第573号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、柏崎市の柏崎土地改良区の定款の変更を平成

27年３月23日認可した。 

平成27年４月３日 

新潟県柏崎地域振興局長 

 

◎新潟県告示第574号 

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量

を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 基本測量（オルソ作成） 

２ 作業期間 平成26年11月17日から平成27年３月９日まで 

３ 作業地域 佐渡市 

 

◎新潟県告示第575号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、南魚沼市長から次の

とおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（農地災害区画整備事業 土沢地区 確定測量） 

２ 作業期間 平成26年８月６日から平成27年３月７日まで 

３ 作業地域 南魚沼市土沢 地内 

 

◎新潟県告示第576号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（経営体育成基盤整備事業 佐々木南部郷「２次」地区 確定測量） 

２ 作業期間 平成26年９月３日から平成27年３月６日まで 
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３ 作業地域 新発田市飯島新田 地内 

 

◎新潟県告示第577号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（柏崎地

域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営中山間地域総合整備事業 別俣地区 確定測量） 

２ 作業期間 平成26年９月５日から平成27年３月６日まで 

３ 作業地域 柏崎市大字久米 ほか 地内 

 

◎新潟県告示第578号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営経営体育成基盤整備事業 山内「２次」地区確定測量） 

２ 作業期間 平成26年８月25日から平成27年３月６日まで 

３ 作業地域 新発田市山内、中々山 ほか 地内 

 

◎新潟県告示第579号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営ほ場整備事業（担い手育成型）川東「１次」地区確定測量） 

２ 作業期間 平成26年８月25日から平成27年３月６日まで 

３ 作業地域 新発田市敦賀 ほか 地内 

 

◎新潟県告示第580号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営ほ場整備事業（担い手育成型）加治川「２次」地区確定測量） 

２ 作業期間 平成26年８月25日から平成27年３月６日まで 

３ 作業地域 新発田市横岡 ほか 地内 

 

◎新潟県告示第581号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営ほ場整備事業（担い手育成型）蔵光「２次」地区確定測量） 

２ 作業期間 平成26年８月25日から平成27年３月６日まで 

３ 作業地域 新発田市蔵光 ほか 地内 

 

◎新潟県告示第582号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 
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平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 中条乙線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

胎内市西条町 776 番から 

 

同市西条町777番６まで 

 

新 

 

7.5～12.2メートル 

 

41.5メートル 

 

旧 

 

7.5～12.2メートル 

 

41.5メートル 

 

◎新潟県告示第583号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   中条乙線 

２ 供用開始の区間 

  胎内市西条町776番から同市西条町777番６まで 

３ 供用開始の期日  平成27年４月３日 

 

◎新潟県告示第584号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 見附中之島線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

 

長岡市末宝字蒲田 2528番１から 

 

 

同市中野東字道田2364番１まで 

 

 

新 

 

(A)10.0～17.0メートル 

 

274.8メートル 

 

(B)11.2～18.6メートル 

 

278.9メートル 

 

旧 

 

10.0～17.0メートル 

 

274.8メートル 

備考 上記(A)及び(B)は、関係図面に表示する敷地の区分をいう。 

 

◎新潟県告示第585号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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１ 路 線 名  県道   見附中之島線 

２ 供用開始の区間 

  長岡市末宝字蒲田2528番１から同市中野東字道田2364番１まで 

３ 供用開始の期日  平成27年４月４日 

 

◎新潟県告示第586号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 静平西三川線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市大倉谷字大場所 480番２から 

 

同市大倉谷字大場所480番５まで 

 

新 

 

4.3～17.6メートル 

 

56.4メートル 

 

旧 

 

4.3～7.0メートル 

 

57.7メートル 

 

◎新潟県告示第587号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   静平西三川線 

２ 供用開始の区間 

佐渡市大倉谷字大場所480番２から同市大倉谷字大場所480番５まで 

３ 供用開始の期日  平成27年４月３日 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

平成27年３月26日新潟県議会において議決された平成27年度新潟県一般会計予算、特別会計予算、企業会計予

算及び平成26年度補正予算の要領は、次のとおりである。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

11 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

12 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

13 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

14 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

15 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

16 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

17 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

18 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

19 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

20 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

21 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

22 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

23 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

24 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

25 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

26 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

27 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

28 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

29 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

30 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

31 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

32 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

33 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

34 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

35 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

36 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

37 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

38 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

39 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

40 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

41 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

42 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

43 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

44 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

45 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

46 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

47 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

48 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

49 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

50 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

51 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

52 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

53 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

54 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

55 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

56 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

57 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

58 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

59 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

60 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

61 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

62 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

63 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

64 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

65 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

66 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

67 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

68 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

69 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

70 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

71 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

72 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

73 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

74 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

75 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

76 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

77 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

78 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

79 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

80 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

81 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

82 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

83 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

84 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

85 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

86 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

87 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

88 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

89 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

90 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

91 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

92 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

93 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

94 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

95 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

96 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

97 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

98 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

99 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

100 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

101 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

102 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

103 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

104 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

105 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

106 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

107 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

108 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

109 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

110 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

111 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

112 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

113 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

114 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

115 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

116 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

117 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

118 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

119 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

120 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

121 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

122 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

123 



平成27年４月３日(金) 新  潟  県  報 第26号 

124 



第26号 新  潟  県  報 平成27年４月３日(金) 

125 
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特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達件名 

  荷物運送業務  

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県総務管理部法務文書課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 契約決定方式 

  一般競争入札 

４ 落札決定日 

  平成27年３月26日 

５ 契約者の氏名及び住所 

日本郵便株式会社 新潟中央郵便局 

新潟市中央区東大通２丁目６番26号 

６ 落札価格   

    18,700,237円 

７ 入札公告日 

  平成27年２月13日 

８ 落札方式 

 最低価格 

 

調理師試験の実施について（公告） 

調理師法（昭和33年法律第147号）第３条の２第１項の規定により、平成27年度調理師試験を次のとおり実施す

る。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 試験日時 

    平成27年７月14日（火） 

    午後１時から午後３時30分まで 

２ 試験場所 

  試 験 地  受 験 者 

  新 潟 市  村上市、関川村、粟島浦村、新発田市、阿賀野市、胎内市、聖籠町、五泉市、阿賀町、新潟

市及び佐渡市居住者 

  長 岡 市    三条市、加茂市、燕市、田上町、弥彦村、長岡市、見附市、出雲崎町、小千谷市、柏崎市及

び刈羽村居住者  

  南 魚 沼 市  魚沼市、南魚沼市、湯沢町、十日町市及び津南町居住者 

  上 越 市  上越市、妙高市及び糸魚川市居住者 

   県外居住者にあっては、希望の試験地とする。 

  （試験会場は、受験票に記載して通知する｡) 

３ 試験科目 

    食文化概論、衛生法規、公衆衛生学、栄養学、食品学、食品衛生学、調理理論 

４ 受験資格 

    学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条に規定する者又は調理師法附則第３項の規定に該当する者で、多

数人に対して飲食物を調理して供与する施設又は営業で、厚生労働省令の定めるものにおいて２年以上調理の

業務に従事した者。 

５ 出願に関する書類 

(1) 受験願書 １部 
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    受験願書は、新潟県調理師法施行細則（昭和52年新潟県規則第21号。以下「施行細則」という。) 別記第

４号様式によるものとする。 

(2) 調理業務従事証明書 １部 

ア 調理師法第３条第１項第２号に規定する調理業務に従事した旨の証明書は、施行細則別記第５号様式に

よるものとし、原則として当該施設長（業務を委託している場合は、雇用主である受託業者の長）が証明

すること。ただし、従事者と施設長が同一人、配偶者又は２親等内の血族の場合、若しくは廃業等によっ

て元の施設長がいない場合には、調理師会等所属団体の長又は同業者が証明すること。 

イ 証明印は、当該施設の施設長の職印（証明者の「職名」が刻印されているもの）を用いること。個人が

証明する場合は、市町村に登録されている印鑑を用い、印鑑登録証明書１部を添付すること。    

ウ 給食施設の開設年月日とは、寄宿舎、学校、病院等の施設であって、多数人に対して食物を供与する施

設として開始した年月日をいうものであること。 

エ 訂正箇所には原則として証明者の訂正印を押すこと。 

オ 一つの勤務先における従事期間が２年未満の場合は、合計して２年以上になるように別の勤務先の証明

書も必要であること。 

カ 勤務日数及び時間は、週４日以上かつ１日６時間以上又は週５日以上かつ１日５時間以上であること。 

(3) 卒業証明書等 １部 

  学校教育法第57条に規定する者又は調理師法附則第３項の規定に該当する者であることを証するもの（改

姓者は戸籍抄本１部を添付すること)。 

  卒業証書の写しを提出する場合は、原本を持参し、受付時に照合を受けること。 

(4) 写真 １枚 

  出願前６か月以内に、無帽で正面向に肩口から上を撮影したもの（縦4.5センチメートル横3.5センチメー

トル）で、裏面に住所、氏名、撮影年月日及び受験地を記載し、写真用台紙に貼ること。 

６ 受験手数料 

(1) 受験手数料は、6,400円の額に相当する新潟県収入証紙を受験願書の所定の位置に貼って納入すること（収

入証紙は消印しないこと)。 

(2) 受験手数料は、受験願書を受理した後は、いかなる理由があっても返還しない。 

７ 出願に関する書類の受付期間 

  平成27年５月18日（月）から５月25日（月）まで 

８ 出願に関する書類の提出先 

(1) 県内居住者にあっては、住所地を管轄する地域振興局健康福祉（環境）部等（新潟市においては、新潟市

保健所（以下「保健所等」という。) 

(2) 県外居住者にあっては、新潟県福祉保健部健康対策課（新潟市中央区新光町４番地１） 

９ 受験票の送付 

    受験票は、試験日の約７日前までに本人あて郵送する。 

10 合格者の発表等 

(1) 平成27年８月４日（火）午前９時から、新潟県庁行政庁舎１階広報展示室前掲示板及び保健所等に合格者

の受験番号を掲示するとともに、新潟県ホームページでも合格者の受験番号を掲載して発表する。 

(2) 合格者には、合格通知書を郵送により交付する。 

(3) 合格発表の日から９月３日（木）までの間（閉庁日は除く）、受験者本人が受験票及び本人であることが

証明できるものを呈示することにより、新潟県福祉保健部健康対策課及び住所地を管轄する地域振興局健康

福祉（環境）部において、各人の得点の開示を求めることができる。 

  なお、新潟市居住者については、新潟県福祉保健部健康対策課が開示場所となる。 

(4) 電話による合否及び得点の照会には応じない。 

11 その他 

(1) 受験願書に虚偽の記載をしたり、虚偽の証明書を提出したことが判明した場合には、受験資格又は合格を

取り消すことがある。 

(2) 試験に関して不明な点は、保健所等又は新潟県福祉保健部健康対策課（025－280－5198）へ問い合わせる

こと。 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を
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次のとおり公表する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 オリオンビル 

所在地 柏崎市駅前２丁目３－７ 

設置者 有限会社タケダほか１者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗を設置する者の代表者の変

更及びその他の変更）に関する届出 

公告日 平成26年11月21日 

３ 意見の概要 

(1) 柏崎市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

平成27年４月３日から平成27年５月３日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 コンパスタウン新発田舟入 

所在地 新発田市舟入町３丁目1009番地 

設置者 三菱ＵＦＪリース株式会社 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗を設置する者の代表者の変

更）に関する届出 

公告日 平成26年11月21日 

３ 意見の概要 

(1) 新発田市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

平成27年４月３日から平成27年５月３日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 長岡駅前城内ビル 
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所在地 長岡市城内町二丁目３番地１外 

設置者 城内ビル株式会社ほか２者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

代表者の変更及びその他の変更）に関する届出 

公告日 平成26年11月21日 

３ 意見の概要 

(1) 長岡市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

平成27年４月３日から平成27年５月３日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 直江津ショッピングセンタービル 

所在地 上越市西本町三丁目153番地13外 

設置者 頸城自動車株式会社 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗を設置する者の代表者の変

更及びその他の変更）に関する届出 

公告日 平成26年11月21日 

３ 意見の概要 

(1) 上越市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

平成27年４月３日から平成27年５月３日まで 

 

特定調達契約（物品の購入等）に係る競争入札参加者の資格について（公告） 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第４条の規定に基

づき、新潟県が発注する物品の購入又は物品の製造の請負についての競争入札に参加しようとする者の平成27年

度における資格審査の申請方法及び申請時期等について次のとおり公告する。 

 なお、既に平成29年３月31日まで有効な資格の決定を受けている者については、この公告するところによる申

請の必要はない。 

平成27年４月３日 

        新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達をする物品等の種類  

  調達をする物品等の種類は、次のとおりとする。 

  (1) 文具事務機器類 

 (2) 家具類 
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 (3) 印刷・印章類 

 (4) 機械類 

 (5) 薬品・肥飼料・資材類 

 (6) 車両・船舶類 

 (7) 燃料・油脂類 

 (8) 工事用材料類 

  (9) 雑類 

２ 競争入札に参加することができる者 

(1) 営業に関し許可、認可等（以下「許認可等」という｡)を必要とする場合において、許認可等を受けている

者 

(2) 資格審査の申請を行う日の属する月の前月の初日（以下「審査基準日」という｡)において、引き続き１年

以上事業を営んでいる者（審査基準日以前に引き続き１年以上事業を営んでいた者から、当該申請を行う日

までに当該事業に係る営業の全部又は一部を承継した者及び国又は地方公共団体が出資している法人のうち

知事が入札の参加に支障がないと認めたものを含む｡) 

(3) 後記３に規定する税について未納がない者 

(4) 知事から指名競争入札に関し、現に指名停止の措置を受けていない者 

(5) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者 

  ア  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ｡)又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ｡)が経営に実質的に関与していると認められる者 

  イ  自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力

団員を利用していると認められる者 

  ウ  暴力団員であると認められる者 

  エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持

又は運営に協力し、又は関与していると認められる者 

  オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

  カ  法人であって、その役員（その支店又は営業所の代表者を含む。以下同じ｡)が、自己、自社若しくは第

三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用してい

ると認められるもの 

  キ  法人であって、その役員のうちにウからオまでのいずれかに該当する者があるもの 

３ 資格審査の申請方法  

  競争入札に参加しようとする者は、物品入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という｡)に次に掲げる書

類を添えて申請しなければならない。 

(1) 法人の場合  

  ア  法人の登記事項証明書（外国に籍を有する法人にあっては、その国の管轄官庁又は権限のある機関の発 

   行するこれに相当する書類） 

  イ  審査基準日の直前の決算期から１年前までの間の事業年度に係る財務諸表 

  ウ  その営業に関し必要な許認可等を受けていることを証する書類 

  エ 前記２の(2)に規定する営業の全部又は一部を承継した法人であって、審査基準日において当該承継 の

日から１年未満のものにあっては、営業譲渡又は合併をした事実を証する書類その他知事が必要と認める

書類 

  オ 新潟県に事務所又は事業所（２以上の事務所又は事業所がある場合には主たる事務所又は事業所。以下

同じ｡)を有する法人にあっては、新潟県の県税納税証明書 

  カ  新潟県に事務所又は事業所を有しない法人にあっては、法人税の納税証明書（外国に籍を有する法人に

あっては、その国の管轄官庁又は権限のある機関の発行するこれに相当する書類） 

  キ  消費税及び地方消費税の納税証明書 

  ク 前記２の(5)のアからキまでのいずれにも該当しないことを誓約する書面 

(2) 個人の場合 

  ア  成年被後見人又は被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成11年法律

第152号）第10条第１項に規定する登記事項証明書をいう｡)及び民法の一部を改正する法律（平成11年法律

第149号）附則第３条第１項の規定により成年被後見人とみなされる者、同条第２項の規定により被保佐人
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とみなされる者、同条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる準禁治産者又は破産者で復権

を得ない者に該当しない旨の市町村長の証明書 （日本の国籍を有しない者にあっては、知事が別に指示す

る書類） 

  イ  審査基準日の直前の決算期から１年前までの間の営業年度に係る収支計算書 

  ウ  その営業に関し必要な許認可等を受けていることを証する書類 

  エ  前記２の(2)に規定する営業の全部又は一部を承継した者であって、審査基準日において当該承継の日か

ら１年未満のものにあっては、営業譲渡又は相続をした事実を証する書類その他知事が必要と認める書類  

  オ  新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書 

  カ  新潟県に事務所又は事業所を有しない者にあっては、所得税の納税証明書（外国に籍を有する者にあっ

ては、その国の管轄官庁又は権限のある機関の発行するこれに相当する書類） 

  キ  消費税及び地方消費税の納税証明書 

  ク 前記２の(5)のアからキまでのいずれにも該当しないことを誓約する書面 

４ 申請書類の作成に用いる言語等 

(1) 申請書及び財務諸表又は収支計算書は、日本語で作成すること。 

   なお、その他の書類で外国語で記載のものは、日本語の訳文を付記し、又は添付すること。 

(2) 提出書類のうち、金額欄については、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外

国貨幣換算率により日本通貨に換算し、記載すること。 

５ 申請書用紙の請求 

  申請書用紙は、新潟県出納局会計検査課で交付する。 

  申請書用紙を郵便で請求する場合は、封筒の表に「物品入札参加資格審査申請書用紙請求」と朱書し、あて

先を明記した返信用封筒（角２号）に250円切手を貼って同封し、出納局会計検査課へ請求すること。 

また、申請書用紙については、新潟県出納局ホームページ（下記ホームページアドレス）から取得すること 

 も可能である。 

 http://www.pref.niigata.lg.jp/kaikeikensa/20buppin.html 

６ 申請の時期 

  平成28年３月31日まで随時受け付ける。   

  なお、審査事務の都合上、入札に間に合わないことがある。 

７ 資格審査結果の通知 

  物品入札参加資格を有すると決定したときは、物品入札参加資格承認通知書により通知する。 

８ 資格の有効期間 

  物品入札参加資格決定の日から平成29年３月31日までとする。 

９ 申請書の提出先及び照会先 

  郵便番号950－8570 

  新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県出納局会計検査課物品契約係 

  電話025－280－5490（直通） 

 

特定調達契約（庁舎等管理業務の委託）に係る競争入札参加者の資格について（公告） 

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第４条の規定に基

づき、新潟県が発注する庁舎等管理業務の委託についての競争入札に参加しようとする者の平成27年度における

資格審査の申請方法及び申請時期等について次のとおり公告する。 

なお、既に平成29年２月28日まで有効な資格の決定を受けている者については、この公告するところによる申

請の必要はない。 

平成27年４月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達をする庁舎等管理業務の種類    

  調達をする庁舎等管理業務の種類は、次のとおりとする。  

  (1) 建築物清掃業務 

  (2) 建築物空気環境測定業務 

  (3) 建築物飲料水水質検査業務 

  (4) 建築物飲料水貯水槽清掃業務 
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  (5) 建築物ねずみ昆虫等防除業務 

  (6) 建築物空気調和用ダクト清掃業務 

  (7) 建築物排水管清掃業務 

  (8) 建築物環境衛生総合管理業務 

２ 競争入札に参加することができる者 

(1) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）第12条の２第１項の登録（以下「建

築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録」という｡)を受けている者（知事がこれと同等の庁舎等

管理業務を遂行する能力があると認めた者を含む｡) 

(2) 営業に関し許可、認可等（以下「許認可等」という｡)を必要とする場合において、これらを得ている者 

(3) 資格審査の申請を行う日の属する月の前月の初日（以下「審査基準日」という｡)において、引き続き１年

以上事業を営んでいる者（審査基準日以前に引き続き１年以上事業を営んでいた者から、当該申請を行う日

までに当該事業に係る営業の全部又は一部を承継した者及び国又は地方公共団体が出資している法人のうち

知事が入札の参加に支障がないと認めたものを含む｡) 

(4) 後記３に規定する税について未納がない者 

(5) 知事から指名競争入札に関し、現に指名停止の措置を受けている者以外の者 

(6) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者 

  ア  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ｡)又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ｡)が経営に実質的に関与していると認められる者 

  イ  自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力

団員を利用していると認められる者 

  ウ  暴力団員であると認められる者 

  エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持

又は運営に協力し、又は関与していると認められる者 

  オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

  カ  法人であって、その役員（その支店又は営業所の代表者を含む。以下同じ｡)が、自己、自社若しくは第

三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用してい

ると認められるもの 

  キ  法人であって、その役員のうちにウからオまでのいずれかに該当する者があるもの 

３ 資格審査の申請方法  

  競争入札に参加しようとする者は、庁舎等管理業務入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という｡)に次

に掲げる書類を添えて申請しなければならない。 

(1) 法人の場合 

ア  法人の登記事項証明書（外国法人にあっては、知事が別に指示する書類） 

イ  審査基準日の直前の決算期から１年前までの間の事業年度に係る財務諸表 

ウ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録を受けていることを証する書類 

エ その営業に関し必要な許認可等を受けていることを証する書類       

オ 前記２の(3)に規定する営業の全部又は一部を承継した法人であって、審査基準日において当該承継の日

から１年未満のものにあっては、営業譲渡又は合併をした事実を証する書類その他知事が必要と認める書

類 

カ  新潟県に事務所又は事業所（２以上の事務所又は事業所を有する場合にあっては、主たる事務所又は事

業所。以下同じ｡)を有する法人にあっては、新潟県の県税納税証明書 

キ  新潟県に事務所又は事業所を有しない法人にあっては、法人税の納税証明書（外国法人にあっては、知

事が別に指示する書類） 

ク  消費税及び地方消費税の納税証明書 

ケ 前記２の(6)のアからキまでのいずれにも該当しないことを誓約する書面 

(2) 個人の場合 

ア 成年被後見人又は被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成11年法律

第152号）第10条第１項に規定する登記事項証明書をいう｡)及び民法の一部を改正する法律（平成11年法律

第149号）附則第３条第１項の規定により成年被後見人とみなされる者、同条第２項の規定により被保佐人

とみなされる者、同条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる準禁治産者又は破産者で復権
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を得ない者に該当しない旨の市町村長の証明書（日本の国籍を有しない者にあっては、知事が別に指示す

る書類） 

イ  審査基準日の直前の決算期から１年前までの間の営業年度に係る収支計算書 

ウ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録を受けていることを証する書類 

エ その営業に関し必要な許認可等を受けていることを証する書類 

オ 前記２の(3)に規定する営業の全部又は一部を承継した者であって、審査基準日において当該承継の日か

ら１年未満の者にあっては、営業譲渡又は相続をした事実を証する書類その他知事が必要と認める書類 

カ  新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書 

キ  新潟県に事務所又は事業所を有しない者にあっては、所得税の納税証明書 

ク  消費税及び地方消費税の納税証明書 

ケ 前記２の(6)のアからキまでのいずれにも該当しないことを誓約する書面 

４ 申請書類の作成に用いる言語等 

(1) 申請書及び財務諸表又は収支計算書は、日本語で作成すること。 

  なお、その他の書類で外国語で記載のものは、日本語の訳文を付記し、又は添付すること。 

(2) 提出書類のうち、金額欄については、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外

国貨幣換算率により日本通貨に換算し、記載すること。 

５ 申請書用紙の請求 

  申請書用紙は、新潟県出納局会計検査課で交付する。 

  申請書用紙を郵便で請求する場合は、封筒の表に「庁舎等管理業務入札参加資格審査申請書用紙請求」と朱

書し、宛先を明記した返信用封筒（角２号）に250円切手を貼って同封し、出納局会計検査課へ請求すること。 

  また、申請書用紙については、新潟県出納局ホームページ（下記ホームページアドレス）から取得すること 

 も可能である。 

   http://www.pref.niigata.lg.jp/kaikeikensa/20chousya.html 

６ 申請の時期 

  平成28年３月31日まで随時受け付ける。 

    なお、審査事務の都合上、入札に間に合わないことがある。 

７ 資格審査結果の通知 

    庁舎等管理業務入札参加資格を有すると決定したときは、庁舎等管理業務入札参加資格承認通知書により通

知する。 

８ 資格の有効期間 

    庁舎等管理業務入札参加資格決定の日から平成29年２月28日までとする。 

９ 申請書の提出先及び照会先 

  郵便番号950－8570 

  新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県出納局会計検査課物品契約係 

  電話025－280－5490（直通） 

 

病院局告示 

◎新潟県病院局告示第２号 

新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号）第９条の２の規定により、収入の納付につい

て代理納付させるため、次のとおり指定代理納付者を指定した。 

平成27年４月３日 

新潟県病院事業管理者 若月 道秀 

１ 指定した事務 

   新潟県立妙高病院、新潟県立中央病院、新潟県立十日町病院、新潟県立吉田病院、新潟県立がんセンター新

潟病院、新潟県立坂町病院、新潟県立新発田病院及び新潟県立リウマチセンターにおいて、納入義務者に代わ

って診療費等の収入を納付する事務 

２ 指定代理納付者の住所及び名称 

(1)東京都文京区本郷３丁目33番５号 
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三菱ＵＦＪニコス株式会社 
(2)東京都港区南青山５丁目１番22号 

株式会社ジェーシービー 

３ 指定期間 

    平成27年４月１日から平成28年３月31日まで  

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、磁気共鳴画像診断装置の購入について、次の

とおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達はＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受けるも

のである。 

平成27年４月３日 

新潟県立中央病院長 矢澤 正知 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  磁気共鳴画像診断装置 １式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成27年12月28日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2329 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成27年４月17日（金）午後５時00分 

４ 入開札の日時及び場所 

  平成27年４月24日（金）午前10時00分 

  新潟県立中央病院講堂１ 

５ その他 
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(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

  詳細は入札説明書による。 

６ Summary 

  (1) Nature and quantity of the products to be 

      purchased: 

magnetic resonance imaging  systems [1]set 

  (2) bid submission: 

      10:00A.M.April 24, 2015 

  (3) For more information, contact: 

      Management Division, 

      Department of Administration, 

      Niigata Prefectural Central Hospital 

      *address: 

   205 Shinnan-cho, Joetsu-City, Niigata 

〒943-0192 

      JAPAN 

TEL 025-522-7711 Ext.2329 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第17号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、新潟市選挙管理委員会から、次のとおり指定、指定内容の異動及び指定の取消しがあった旨の報

告があった。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

１ 指定した施設 
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施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

亀田地区コミュニティ

センター 

新潟市江南区亀田新明

町１丁目２番３号 

多目的ホール１及び２ 199.80 平成 27年３月２日 

会議室１ 65.30 

和室１ 52.50 

和室２ 73.90 

音楽研修室 99.00 

会議室２ 84.40 

会議室３及び４ 124.30 

小須戸まちづくりセン

ター 

新潟市秋葉区小須戸 120

番地１ 

研修室１及び２ 128.40 

和室１及び２ 59.40 

多目的ホール１及び２ 242.60 

会議室１及び２ 118.00 

白根健康福祉センター 新潟市南区白根 1364番

地 12 

多目的ホール 210.36 

     
２ 指定内容に異動のあった施設 

   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 
指定内容 

異動年月日 

荻川コミュニティセン

ター 

新潟市秋葉区中野５丁目

１番 50号 

体育館 1,137.68 平成 27年３月２日 

会議室 150.00   

大会議室 150.00   

和室 90.20   

第１研修室 92.40   

第２研修室 78.80   

第３研修室 54.70   

機能訓練室 117.40   

（旧体育館、会議室、

第一研修室） 

（旧 1,137.68、

150.00、92.40） 

  

潟東体育館 新潟市西蒲区三方２番地 アリーナ 1,405.00   

研修室 68.90   

会議室 50.25   

（旧アリーナ） （旧 1,405.00）   

          

３ 指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

八千代保育園 新潟市中央区上大川前

通２番町 135番地１ 

遊戯室 189.00 平成 27年３月２日 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第18号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、長岡市選挙管理委員会から、次のとおり指定した旨の報告があった。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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指定した施設 

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

長岡市寺泊野積センタ

ー 

長岡市寺泊野積 3223

番地 

多目的ホール 

集会室１ 

集会室２ 

197.08 

24.89 

19.87 

平成 27年 2月 20 日 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第19号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、三条市選挙管理委員会から、次のとおり指定の取消しがあった旨の報告があった。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

三条勤労福祉会館 三条市田島二丁目 22

番 36号 

大会議室 101.00 平成 27年３月２日 

      

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第20号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、五泉市選挙管理委員会から、次のとおり指定の取消しがあった旨の報告があった。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

すみれ保育園 五泉市駅前２丁目６

番 19号 

遊戯室 218.50 平成 27年３月２日 

      

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第21号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、魚沼市選挙管理委員会から、次のとおり指定の取消しがあった旨の報告があった。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

入広瀬生活改善セン

ター 

魚沼市穴沢 205番地

３ 

集会場 190.00 平成 27年３月２日 

      

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第22号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、阿賀町選挙管理委員会から、次のとおり指定及び指定の取消しがあった旨の報告があった。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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１ 指定した施設 
    

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

鹿瀬体育館 東蒲原郡阿賀町鹿瀬

7797番地４ 

体育館 1,618.00 平成 27年２月 20 日 

上川体育館 東蒲原郡阿賀町両郷

甲 2200番地 

体育館 1,481.00 

     
２ 指定を取り消した施設 

   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

とこなみ保育園 東蒲原郡阿賀町平堀

2087番地 

遊戯場 67.80 平成 27年２月 20 日 

もみじ保育園 東蒲原郡阿賀町津川

35番地 

遊戯場 149.06 

向鹿瀬ゆずり葉センタ

ー 

東蒲原郡阿賀町向鹿

瀬 1373番地２ 

和室 79.50 

深戸ふれあいセンター 東蒲原郡阿賀町鹿瀬

1300番地 

大会議室 52.17 

水沢公民館 東蒲原郡阿賀町日出

谷甲 2250番地１ 

多目的研修室 

研修室 

66.25 

33.12 

ふるさと中村会館 東蒲原郡阿賀町日出

谷甲 3714番地 

大会議室 58.80 

平瀬公民館 東蒲原郡阿賀町日出

谷乙 335番地 

小会議室 

大会議室 

28.98 

44.72 

夏渡戸集会施設招喜会

館 

東蒲原郡阿賀町日出

谷甲 6965番地３ 

和室 19.87 

荒沢多目的センター 東蒲原郡阿賀町豊実

丁 1756番地４ 

集会室 28.98 

徳石多目的集会所 東蒲原郡阿賀町豊実

乙 1082番地６ 

集会場 24.84 

菱潟ふれあいセンター 東蒲原郡阿賀町豊実

甲 1658番地 

和室 41.41 

麦生野ふれあい公民館 東蒲原郡阿賀町豊実

戊 361番地１ 

和室 50.50 

徳瀬集落センター 東蒲原郡阿賀町日出

谷甲 6093番地２ 

和室 49.69 

新渡集落センター 東蒲原郡阿賀町豊実

丙 575番地 

集会室 39.74 

馬取公民館 東蒲原郡阿賀町豊実

丁 590番地１ 

大広間 28.98  

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第23号 

農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号）第11条において準用する公職選挙法（昭和25年法律第100

号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる施設について、三条市選挙管理委員

会から、次のとおり指定の取消しがあった旨の報告があった。 
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平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

三条勤労福祉会館 三条市田島二丁目 22

番 36号 

大会議室 101.00 平成 27年３月２日 

      

 

新潟県選挙管理委員会告示第24号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第12条第１項の規定による政治団体の収支報告書について、訂正の報

告があったので、平成26年11月28日付け新潟県選挙管理委員会告示第40号の一部を次のとおり改める。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

訂正報告年月日 平成27年３月23日 

政治団体の名称 新潟の未来を考える会 

（報告年月日平成26年３月27日）中 

項   目 訂 正 後 訂 正 前 

２ 支出総額          611,735 円          571,785 円 

５ 支出の内訳 

 政治活動費 

  組織活動費 

 合 計 

 

        483,329 円 

        135,969 円 

         611,735 円 

 

        443,379 円 

         96,019 円 

         571,785 円 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第25号 

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律（平成26年法律第125号）第１条１項及

び第４条第２項の規定により、新潟県議会議員一般選挙及び新潟市議会議員一般選挙を同時選挙として、平成27

年４月12日に行う。 

なお、新潟県議会議員一般選挙における各選挙区において選挙すべき議員の数は次のとおりである。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

   新潟市北区選挙区    ２人 

   新潟市東区選挙区    ２人 

   新潟市中央区選挙区   ３人 

   新潟市江南区選挙区   １人 

   新潟市秋葉区選挙区   ２人 

   新潟市南区選挙区    １人 

   新潟市西区選挙区    ３人 

   新潟市西蒲区選挙区   １人 

   長岡市三島郡選挙区   ６人 

   上越市選挙区      ５人 

   三条市選挙区      ２人 

   柏崎市刈羽郡選挙区   ２人 

   新発田市北蒲原郡選挙区 ３人 

   小千谷市選挙区     １人 

   加茂市南蒲原郡選挙区  １人 

   十日町市中魚沼郡選挙区 ２人 

   見附市選挙区      １人 
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   村上市岩船郡選挙区   ２人 

   燕市西蒲原郡選挙区   ２人 

   糸魚川市選挙区     １人 

   妙高市選挙区      １人 

   五泉市東蒲原郡選挙区  ２人 

   阿賀野市選挙区     １人 

   佐渡市選挙区      ２人 

   魚沼市選挙区      １人 

   南魚沼市南魚沼郡選挙区 ２人 

   胎内市選挙区      １人 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第26号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙における各選挙区の選挙長の事務は、それぞれ次の場所にお

いて取り扱うものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

選挙区 選挙長事務を取り扱う場所 所在地 

新潟市北区選挙区 新潟市北区役所本館３階大会議室 新潟市北区葛塚 3197番地 

（ただし、４月３日午前９時 30分以降は区役所新館３階選挙管理委員会室とする。） 

新潟市東区選挙区 新潟市東区役所２階東区プラザホール 新潟市東区下木戸１丁目４番１号 

（ただし、４月３日午前９時 30分以降は区役所１階選挙管理委員会室とする。） 

新潟市中央区選挙区 新潟市役所本館３階対策室１ 新潟市中央区学校町通１番町 602番地

１  

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所本館２階中央区選挙管理委員会室とする。） 

新潟市江南区選挙区 新潟市江南区役所３階 301会議室 新潟市江南区泉町３丁目４番５号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は区役所２階総務課とする。） 

新潟市秋葉区選挙区 新潟市秋葉区役所３階選挙管理委員会室 新潟市秋葉区程島 2009番地 

新潟市南区選挙区 新潟市南区役所４階講堂 新潟市南区白根 1235番地 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は区役所４階選挙事務室とする。） 

新潟市西区選挙区 新潟市西区役所健康センター棟３階大会

議室 

新潟市西区寺尾東３丁目 14番 41号 

 

（ただし、４月３日午前９時 30分以降は区役所４階対策室とする。） 

新潟市西蒲区選挙区 新潟市西蒲区役所３階 301会議室 新潟市西蒲区巻甲 2690番地１ 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は区役所１階選挙管理委員会事務室とする。） 

長岡市三島郡選挙区 さいわいプラザ６階大会議室 長岡市幸町２丁目１番１号 

（ただし、４月３日午前 10時以降はさいわいプラザ５階選挙管理委員会事務局室とする。） 

上越市選挙区 上越市役所木田第１庁舎４階 401会議室 上越市木田１丁目１番３号 

（ただし、４月３日午前 10時 30分以降は市役所木田第１庁舎３階 301会議室とする。） 

三条市選挙区 三条市役所２階大会議室 三条市旭町２丁目３番１号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所第二庁舎１階 101会議室とする。） 

柏崎市刈羽郡選挙区 柏崎市役所第二分館２階 302 会議室 柏崎市中央町５番 50号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所第二分館２階選挙管理委員会事務室とする。） 

新発田市北蒲原郡選挙区 新発田市役所別館２階会議室 新発田市中央町４丁目８番 11 号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所別館２階選挙管理委員会事務局とする。） 

小千谷市選挙区 小千谷市役所４階 403会議室 小千谷市城内２丁目７番５号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所４階 402会議室（選挙管理委員会事務室）とする。） 
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加茂市南蒲原郡選挙区 加茂市役所３階会議室 加茂市幸町２丁目３番５号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所２階選挙管理委員会事務室とする。） 

十日町市中魚沼郡選挙区 十日町保健センター３階集団指導室 十日町市千歳町３丁目３番地 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は十日町保健センター１階リハビリ室とする。） 

見附市選挙区 見附市役所４階大会議室 見附市昭和町２丁目１番１号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所４階 401会議室とする。） 

村上市岩船郡選挙区 村上市役所４階大会議室 村上市三之町１番１号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所４階選挙管理委員会室とする。） 

燕市西蒲原郡選挙区 燕市役所１階会議室 101・102・103 燕市吉田西太田 1934番地 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所１階つばめホールとする。） 

糸魚川市選挙区 糸魚川市役所２階 201会議室 糸魚川市一の宮１丁目２番５号 

（ただし、４月３日午前 10時以降は市役所１階市民ホール選挙管理委員会事務室とする。） 

妙高市選挙区 妙高市役所１階コラボホール 妙高市栄町５番１号 

（ただし、４月３日午前 10時以降は市役所３階 301会議室とする。） 

五泉市東蒲原郡選挙区 五泉市役所４階 401会議室 五泉市太田 1094番地１ 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所３階選挙管理委員会事務室とする。） 

阿賀野市選挙区 阿賀野市役所４階 402会議室 阿賀野市岡山町 10番 15号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所４階 401会議室とする。） 

佐渡市選挙区 金井コミュニティセンター１階大集会室 佐渡市千種 240番地 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は佐渡市役所会議室棟１階選挙管理委員会事務室とする。） 

魚沼市選挙区 魚沼市役所小出公民館１階選挙管理委員

会事務室 

魚沼市小出島 130 番地１ 

 

南魚沼市南魚沼郡選挙区 南魚沼市役所２階大会議室 南魚沼市六日町 180番地１ 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所２階選挙管理委員会事務室とする。） 

胎内市選挙区 胎内市役所２階大会議室 胎内市新和町２番 10号 

（ただし、４月３日とし、４月４日以降は市役所３階選挙管理委員会事務室とする。） 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第27号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙及びこれと同時に行う新潟市議会議員一般選挙において、公

職選挙法（昭和25年法律第100号）第122条の規定により、これらの選挙の投票用紙を同時に交付する投票所以外

の投票所における投票の順序及び開票を同時に行わない場合の開票の順序を、次のとおり定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

投票の順序 

 １ 新潟市議会議員一般選挙 

 ２ 新潟県議会議員一般選挙 

 開票の順序 

 １ 新潟県議会議員一般選挙 

 ２ 新潟市議会議員一般選挙 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第28号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第45条第２項の規定により、平成27年４月12日施行の新潟県議会議員一般

選挙における投票用紙（点字用投票用紙を除く）を次の様式により調製し、白色の用紙に青色のインクで印刷す

るものとし、かつ、これに押すべき新潟県選挙管理委員会の印は、青色のインクで刷り込むものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第29号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第45条第２項の規定により、平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般

選挙における点字投票に使用する投票用紙を次の様式により調製し、白色の用紙に青色のインクで印刷するもの

とし、かつ、これに押すべき新潟県選挙管理委員会の印及び点字投票である旨の表示は、青色のインクで刷り込

むものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

印

候
こう

補
 ほ

者
しゃ

氏
 し

名
めい

 
○
　
 
注ち

ゅ
う

　
 
意い

　
候こ

う

補ほ

者し
ゃ

の
氏
名

し
　
め
　
い

は
、

欄ら
ん

内な
い

に
一ひ

と

人り

書か

く
こ
と
。

　
候こ

う

補ほ

者し
ゃ

で
な
い
者も

の

の
氏し

名め
い

は
、

書か

か
な
い
こ
と
。

 二 一

　
　
点
 

　

　

字
　

　

　

投
　

　

　

票

　
平
成
二
十
七
年
四
月
十
二
日
執
行

　
　
新
潟
県
議
会
議
員
一
般
選
挙
投
票

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第30号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙における仮投票用封筒及び不在者投票用外封筒は青色のイン

クで印刷するものとし、かつ、これらに押すべき新潟県選挙管理委員会の印は、青色のインクで刷り込むものと

定めた。 
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平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第31号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第79条第１項の規定により、平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般

選挙における次の選挙区の開票の事務は選挙会場において選挙会の事務に併せて行う。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

新潟市北区選挙区、新潟市東区選挙区、新潟市中央区選挙区、新潟市江南区選挙区、新潟市秋葉区選挙区、新潟

市南区選挙区、新潟市西区選挙区、新潟市西蒲区選挙区、上越市選挙区、三条市選挙区、小千谷市選挙区、見附

市選挙区、糸魚川市選挙区、妙高市選挙区、阿賀野市選挙区、佐渡市選挙区、魚沼市選挙区、胎内市選挙区 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第32号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙において、新潟県選挙管理委員会が候補者に交付する選挙運

動用自動車（船舶）表示板、選挙運動用拡声機表示板、街頭演説用標旗、乗車（船）用腕章及び街頭演説用腕章

に押すべき新潟県選挙管理委員会の印は、刷り込むものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示33号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙において、新潟県選挙管理委員会が確認団体に交付する政治

活動用自動車表示板及び政談演説会開催告知用立札、看板の類の証紙に押すべき新潟県選挙管理委員会の印は、

刷り込むものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第34号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙において、確認団体が掲示する政治活動用ポスターには、新

潟県選挙管理委員会が交付する証紙をはらなければならないものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第35号 

平成27年４月12日執行の新潟県議会議員一般選挙において、候補者又は推薦届出者が届け出る選挙事務所の設

置届又は異動届、出納責任者の選任届若しくは異動届又は職務代行届及び候補者が届け出る報酬を支給する者の

届出書並びに出納責任者が提出する選挙運動に関する収入及び支出の報告書は、当該選挙区の選挙長事務を取り

扱う場所にも提出できるものと定めた。 

平成27年４月３日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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